
 

 村の財政状況は、自主財源である村税において、ホタテ漁をはじめとした漁業所得等が前年度に比べ

大きく増加が見込まれています。村の収入の大きな割合を占めている地方交付税においても、前年度当

初予算と比べ増額を見込んではいるものの、老朽化施設等の維持管理費などが増加傾向にあり財源の確

保は厳しい状況にあります。 

 令和５年度は、村政運営の指針となる「第７次猿払村総合計画」、「第４次行財政健全化計画」、「公共

施設等総合管理計画（個別施設計画）」に基づく将来を見据えた行財政基盤の健全化を進めるほか、村民

の皆様からのニーズに対する事務事業の優先順位を明確にし、限られた財源の中で事業効果を最大限に

発揮できるよう創意と工夫を凝らし、堅実な財政運営に努めていきます。 

 村民の皆様におかれましては、村の財政状況へのご理解と、村政に対するご協力をお願いいたします。 

 

 

 

令和 ５ 年度 猿払村の予算総額は 

 

 

                                        です。 

 

 

 

 

 

令和４年度 令和５年度 増　減　額 増減率

 51億6,100万円  54億3,700万円  2億7,600万円 5.3%

 11億2,492万円  10億8,784万円 -3,708万円 -3.3%

 6億2,744万円  5億9,359万円 -3,385万円 -5.4%

 4億6,260万円  4億5,692万円 -568万円 -1.2%

保険事業勘定  2億4,772万円  2億3,787万円 -985万円 -4.0%

介護ｻｰﾋﾞｽ事業勘定  2億1,488万円  2億1,905万円 417万円 1.9%

3,488万円 3,733万円 245万円 7.0%

 3億2,278万円  4億6,426万円  1億4,148万円 43.8%

 2億4,042万円  4億2,875万円  1億8,833万円 78.3%

 6億6,363万円  5億9,975万円 -6,388万円 -9.6%

 75億1,275万円  80億1,760万円 5億485万円 6.7%

国民健康保険

会　計　名

一般会計

特別会計

介護保険

後期高齢者医療

国民健康保険病院事業会計

合　　計

簡易水道事業会計

下水道事業会計

令和 5 年度 当初予算の概要 



予算全体【会計別内訳】 

 
 

一般会計

54億3,700万円
67.8%国民健康保険

5億9,359万円
7.4%

介護保険（保険事

業勘定）

2億3,787万円
3.0%

介護保険（介護サー

ビス事業勘定）

2億1,905万円
2.7%

後期高齢者医療

3,733万円
0.5％

簡易水道事業会計

4億6,426万円
5.8％

下水道事業会計

4億2,875万円
5.3%

国民健康保険病

院事業会計

5億9,975万円
7.5%

【会計別内訳】

総額

80億1,760万円

予算とは、１年間（４月から翌年の３月まで）の収入と支出を見積もることです。新

しい年度が始まる前に、1 年間にどのくらいの収入があるのか、行政サービスをどのように行う

のか計画し、その費用を見積もります。これらの内容をまとめたものが予算書で、これを村議会

で審議し予算が決まります。  

 村の会計は「一般会計」と「特別会計」の大きく２つに分かれています。一般会計とは、村の

基本的な仕事をするための予算で、皆さんから納付していただく村税や国・道からのお金などが

主な財源です。 

 一方で特別会計は、村が特定の事業を行う場合又は保険料や使用料など特定の収入（歳入）を

もって特定の支出（歳出）に充て、一般会計と区分して経理を明確にするために法令や条例に基

づいて設ける会計です。猿払村には「国民健康保険」「介護保険（事業勘定）」「介護保険（サービ

ス事業勘定）」「後期高齢者医療」４つの特別会計があります。 

 その他に、公営企業として他の会計とは異なった経理をする必要がある「簡易水道事業会計」

「下水道事業会計」「国民健康保険病院事業会計」があります。 



一般会計【歳入（収入）】 
 

 歳入の中で合わせて 50.7％を占めている地方交付税・国庫支出金・道支出金・地方譲与税は国や道か

ら支出されるもので、村の財政はそれらのお金に依存しているのが現状です。その他に、繰入金（貯金

のとりくずし）が 8.8％、村税が 14.6％、村債（主に国からの借金）が 15.6％、を占めている状況と

なっております。 

図表① 【歳入内訳】 

   
 

 

地方交付税：自治体間の格差をなくすために、国税を再配分して交付されるお金です。 

村債：公共事業を行うため、国などから借り入れるお金（借金）です。 

村税：住民の皆様から納めていただく税金です。 

繰入金：予算に不足が生じたとき、基金（貯金）を取り崩したり、特別会計へ財源を移行

して生じるお金です。 

国庫支出金・道支出金：国や道から支給されるお金で、使い道が決められています。 

地方譲与税：国税として徴収後、自治体へ配分されるお金です。 

使用料・手数料：村営住宅や福祉タクシー、火葬場等の使用料等があります。 

その他：分担金・負担金、各種利子収入、財産売払収入や寄付金などです。 

地方交付税

23億4,930万円
43.2%

村債

8億4,840万円
15.6%

村税

7億9,220万円
14.6%

繰入金

4億7,969万円
8.8%

国庫支出金 1億7,182万円 3.2%

道支出金 1億4,883万円 2.7%

地方譲与税 8,600万円 1.6%

使用料及び手数料

7,248万円 1.3%

その他

4億8,828万円 9.0%

図表①

【歳入内訳】

歳入総額

54億3,700万円



一般会計【歳出（支出）】 
 

図表②は費用ごとの村の歳出内訳、図表③は歳出を性質別に分けたものです。 

 第７次猿払村総合計画、第４次行財政健全化計画、公共施設等総合管理計画に沿った施策への反映や

村民の皆様からの要望事項に対する対応など、村政運営における課題が山積している状況の中、多種多

様なニーズに対する事務事業の優先順位の明確化、増大傾向にある経常経費の縮減に取組みながら、予

算編成を進めてまいりました。 

主要な事業については、次ページにて紹介しております。 

図表② 【歳出内訳】               図表➂ 【性質別内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務費：職員給与など全般的な管理経費、役場庁舎の管理経費及

び村の共通経費で通常必要とされる経費 

教育費：教育委員会、小学校、中学校、社会教育、スポーツ振興

などの経費 

諸支出金：特別会計繰出金等の経費 

予備費：緊急を要する場合などに、予算外の支出又は予算超過の

支出に充てるための経費 

公債費：起債（借金）の元金、利子、一時借入金利子償還に係る

経費 

土木費：道路橋梁や住宅整備に係る経費 

農林水産業費：農業・林業・水産業振興の事業に要する経費 

民生費：保育所や高齢者施設の運営経費など、安定した社会生活

を保障するために必要な経費 

商工費：商工業の振興、中小企業対策、観光振興などの経費 

衛生費：健康増進やごみ処理など生活環境を保持するための経費 

消防費：消防活動経費や、災害が生じた場合の被害の軽減のため

のすべての活動経費 

議会費：議会の活動に要する経費 

補助費等：各種団体に対する助成金や負担金などの経費 

普通建設事業費：公共用施設の新増設の建設事業に必要とされる 

物件費：委託料や需用費など、消費的性質をもつ経費 

人件費：職員の給与や議員報酬等の経費 

公債費：起債（借金）の元金、利子、一時借入金利子償還に係る

経費 

繰出金：特別会計への繰出金 

維持補修費：村が管理する公共用施設等を補修するなどし、その

効用を維持するための経費 

積立金：財政運営を計画的に行うために積み立てる経費 

扶助費：生活困窮者や身体障害者等に対してその生活を維持する

ために支出する経費 

貸付金：住民の皆さんの福祉増進や地域の振興を図るため、現金

の貸付を行うための経費 

予備費：緊急を要する場合などに、予算外の支出又は予算超過の

支出に充てるための経費 

 

4 

 

性質別 
に 

分けると 

4 

 

 

 

総務費

12億6,655万円
23.3%

教育費

8億4,135万円
15.5%

諸支出金・予備費

7億3,852万円
13.5%

公債費

5億8,269万円
10.7%

土木費

4億5,151万円
8.3%

農林水産業費

4億2,306万円
7.8%

民生費

3億7,086万円
6.8%

商工費

2億7,044万円
5.0%

衛生費

2億4,973万円
4.6%

消防費

2億630万円
3.8%

議会費

3,598万円
0.7%

図表②

【歳出内訳】

歳出総額

54億3,700万円

 

補助費等

12億5,505万円

23.2%

建設事業費

12億950万円
22.2%

物件費

9億3,966万円
17.3%

人件費

7億3,559万円
13.6%

公債費

5億8,269万円
10.7%

繰出金

2億6,640万円
4.9%

維持補修費

1億4,398万円
2.6%

積立金

1億3,949万円
2.5%

扶助費

1億3,344万円
2.4%

貸付金

2,920万円
0.5%

予備費

200万円
0.1%

図表➂

【性質別内訳】

歳出総額

54億3,700万円



令和５年度予算をもとに行われる予定の主な事業 

 【一般会計】 

◆健康増進に関する事業 

・健康サポート事業：79 万円 

ベジチェック（野菜摂取量測定機）によるモニタリングとアンケートの実施や健康セミナーの開催 

 

◆子育てに関する事業 

・知来別地区幼児用遊具整備工事：220 万円 

  幼児用スライダーなどの遊具を設置（公営住宅近く） 

・出産子育て応援交付金事業：723 万円 

  出産時及び子育て家庭へ応援交付金を支給 

 

◆観光に関する事業 

・道の駅さるふつ公園遊具整備事業：6,900 万円 

  複合遊具、ベンチなどを整備 

・観光まつり開催事業：2,500 万円 

観光まつりの開催事業費に対する補助金 

・ふるさとの家送迎バス購入事業：970 万円 

  老朽化に伴う 24 人乗りバスの更新 

 

◆農業に関する事業 

・道営草地畜産基盤整備事業：3,725 万円 

  浜鬼志別地区における公共牧場整備事業の地元負担金 

・道営農地整備事業：3,119 万円 

  浅茅野台地地区における防雪柵設置事業の地元負担金 

・村営牧野整備事業：3,900 万円 

  村営牧野 14 号牛舎の屋根等を改修 

 

◆水産業に関する事業 

・産業振興事業補助事業：5,500 万円 

  定置船の新造整備に伴う補助金 

・漁船上架施設機能強化事業：7,500 万円 

  漁船上架施設の機能強化工事 

 
 



◆道路・橋りょうに関する事業 

・浜鬼志別市街５号線ほか道路改良舗装工事：3,850 万円 

  道路改良舗装工事（旧浜鬼志別保育所裏通り約 160ｍ） 

・知来別地区道路新設工事：5,100 万円 

  宅地造成に伴う道路新設工事（簡易水道配水池付近約 206ｍ） 

・除雪機械購入事業：4,480 万円 

  老朽化している小型ロータリ１台を更新 

 

◆住宅に関する事業 

・苗畑団地長寿命化改善屋根及び外壁改修工事：4,630 万円 

  平成９年建設の公営住宅（２棟 12 戸）の屋根及び外壁改修工事 

・みどり団地屋根改修工事：543 万円 

  昭和 58 年建設の公営住宅（２棟４戸）の屋根改修工事 

・民営賃貸住宅建設促進事業助成金：1,400 万円 

  村内で不足している賃貸住宅（民間アパート）ストックの整備を民間活力で行うための助成 

 

◆教育に関する事業 

・公設塾運営事業：487 万円 

  オンライン学習塾の運営（未来塾） 

・文化芸術事業：317 万円 

  生涯学習講演会及び村民音楽会の開催 

・知来別小学校屋上防水改修工事：2,696 万円 

  屋上防水の改修 

・拓心中学校煙突改修工事：193 万円 

  老朽化により破損している煙突の改修 

・学校給食センター改築事業：４億 5,015 万円 

  令和 7 年運営開始に向けた改築工事（R4～6 年度事業） 

 

◆体育施設整備に関する事業 

・村営スキー場リフト券売場等改築工事：2,123 万円 

  老朽化に伴う既存ハウスの撤去及びハウスの新設 

 

 

 



【事業会計等】 

 

【簡易水道事業会計】 
・道営農地整備事業：3,120 万円 

  狩別・猿払・芦野・浜猿払地区における配水管路等整備に係る道営事業の地元負担金 

・配水施設設備整備事業：924 万円 

  豊里浄水場薬注設備、小石浄水場電磁流量計等の更新 

・鬼志別地区配水管布設事業：2,149 万円 

  学校給食センター改築、私有地造成に伴う配水管整備 

・知来別地区配水管布設整備事業：558 万円 

  宅地造成に伴う配水管整備 

・浜鬼志別地区配水管布設事業：768 万円 

  私有地内にある送水管の移設に伴う実施設計 

 

【下水道事業会計】 
・鬼志別地区下水道管渠布設事業：2,350 万円 

学校給食センター改築、私有地造成に伴う下水道管整備 

・知来別地区下水道管渠布設事業：956 万円 

  宅地造成に伴う下水道管整備 

・個別排水処理施設整備事業：635 万円 

合併処理浄化槽の整備（２ヶ所） 

・浜鬼志別地区漁業集落排水施設機能強化事業：5,050 万円 

集落排水処理施設の改修 

 

【国保病院事業会計】 
・超音波骨密度測定装置等導入事業：1,089 万円 

超音波骨密度測定装置等の導入 

 

【消防事務組合】 
・消防庁舎内部改修工事：2,327 万円 

仮眠室増設、トイレ等の改修 

 

 

 

 

 

 



■人件費及び職員数の推移、現況について （※図表④参照） 

 人件費については一般会計で 7 億 3,559 万円であり前年度と比較し△1,193 万円（△1.6％）減少し

ています。令和５年度は、一般会計所属職員６名（一般行政職３名・保育士１名・保健師１名・情報通

信技師１名）の新規採用を予定している一方で、令和４年度中における退職者は７名となっており、そ

の他人件費が減少となった要因としては、退職手当組合負担金の減などとなっております。 

職員構成に歪みが生じないよう必要最小限の新規採用としており、近年は特に、多様化する行政ニー

ズに対応するため専門技術職員の採用も行っております。 

 

 

図表④ 【人件費内訳・推移】 

 

 

 

 

 

4億1,910万円 4億1,134万円 4億117万円

4億7,424万円 4億8,427万円

3,058万円 3,075万円
3,049万円

3,090万円
3,486万円

2,604万円 2,600万円
2,599万円

2,568万円
2,589万円

617万円
4,290万円 5,233万円

5,176万円
5,497万円

1億6,012万円

1億9,353万円
1億5,458万円

1億7,726万円 1億3,560万円

0

1.0億円

2.0億円

3.0億円

4.0億円

5.0億円

6.0億円

7.0億円

8.0億円

令和元年度(決算)

【合計：6億4,201万円】

職員数：80名

令和2年度(決算)

【合計：7億452万円】

職員数：82名

令和3年度(決算)

【合計：6億8,104万円】

職員数：80名

令和4年度(決算見込み)

【合計：7億5,984万円】

職員数：84名

令和5年度(当初予算)

【合計：7億3,559万円】

職員数：87名

職員給(一般職等) 職員給(特別職) 議員報酬 その他

委員報酬など

共済費など

(職員・議員等)



■村の借金残高について（※図表⑤参照） 

 借金をする際は、過疎地域などの地域に指定された市町村のみが発行できる「過疎債」や「辺地債」

を活用していますが、これらは返済しなければならない額の一部が、のちに交付税として交付されると

いう利点があります。令和３年度決算においては、交付税として補てんされる額など約 53 億円（借金

残高の約 69％）を差し引くと、実質的な残高は約 23 億円となります。 

 総額では、ピーク時の平成 17 年度末には 100 億円以上の借金がありましたが、直近の５か年では 70

億円程度で推移しておりますが、新規施設の建設事業などにより増加傾向にあります。 

 

 

図表⑤ 【村の借金（起債）残高の推移】 

 

 

 

 

 

53億742万円 52億3,663万円
56億4,616万円 57億9,453万円
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令和元年度(決算)

【総額72億3,918万円】

令和2年度(決算)

【総額72億6,930万円】

令和3年度(決算)

【総額76億6,221万円】

令和4年度末残高見込

【総額76億1,587万円】

令和5年度末残高見込

【総額80億6,016万円】
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■村の貯金（基金）について（※図表⑥参照） 

 令和５年度については、基金全体（一般会計）で１億 3,949 万円の積立、４億 7,969 万円の取り崩

しの予定となっており、令和５年度末の残高は令和４年度決算見込と比較して▲３億 4,020 万円減の  

18 億 9,969 万円となる見込です。（備荒資金組合積立金を除く） 

 ふるさと寄附を原資とする「ふるさと応援基金」につきましては、「公設塾運営事業」など計 10 事業

に対して 4,651 万円、「公共用施設維持補修基金」では、公共施設の改修など計８事業に対して 4,566

万円をそれぞれ基金繰入金として計上しております。基金残高が年々減少傾向にあり非常に厳しい財政

状況となっていることから、スリムな行財政運営を進めていかなければなりません。 

 

 

図表⑥ 【村の貯金（基金）の推移】 
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【総額：22億5,797万円】

令和3年度(決算)

【総額：24億2,121万円】

令和4年度末残高見込

【総額：23億7,615万円】

令和5年度末残高見込

【総額：20億3,716万円】
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